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問題１ 外観を信頼した者の保護を趣旨とする民法の諸規定に関する判例の見解につい

て、教授と学生が会話をしている。次のアからオまでの学生の解答のうち、正しい

ものを組み合わせたものは、後記１から５までのうちどれか。 

教授 実体的権利関係と異なる不動産登記について、虚偽表示に関する民法第 94

条第２項の類推適用を肯定する場合の第三者の主観的要件として、判例は何を

要求していますか。 

学生ア 登記のとおりの権利の取得があったと第三者が信じたこと、すなわち、民

法の条文のとおり善意であれば足りる、としています。 

教授 権利者本人の帰責性についてはどうですか。 

学生イ 権利者本人が虚偽の登記を作出することに関与したり、虚偽の登記の存在

を知りながら放置したりした場合のように、権利者本人に帰責性が存在する

ことを要求するのが判例の見解です。 

教授 それでは、即時取得に関する民法第 192 条が適用される場合の取得者の主観

的要件は何ですか。 

学生ウ 民法第 192 条によれば取得者の善意かつ無過失、すなわち、前主が無権利

者でないと信じたこと及びそれについて過失がないことが必要です。この場

合、善意のみならず、判例によれば無過失も推定されるので、取得者は自己

の無過失を立証しなくてよいとされています。 

教授 次に、民法第 110 条の表見代理が成立するための要件として、代理人の基本

代理権が必要ですが、その外に本人の過失は必要ですか。 

学生エ 基本代理権を授与しただけでは本人の帰責性を肯定できないので、判例は、

表見代理成立の要件として、本人に過失のあることが必要だとしています。 

教授 では、民法第 478 条は弁済者が「善意であり、かつ、過失がなかったとき」

と規定していますが、弁済受領者が債権者の代理人と詐称した場合に債権の準

占有者に対する弁済が認められるためには、判例の見解ではどのような要件が

必要ですか。 

学生オ 弁済受領者が債権者の代理人と詐称した場合について、判例は、弁済受領

者に弁済を受領する権限があると弁済者が過失なく信じたことに加えて、弁

済受領者に基本代理権が存在することを要求しています。 

 

１ アエ  ２ アオ  ３ イウ  ４ イエ  ５ ウオ 

問 題 司法試験 平成 19年  
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解 説 権利外観法理 
 

正解 ３    

次のとおり、正しいものはイ・ウであるから、正解は３となる。 

ア 誤 り 

判例は、真の権利者が作出しようとした外形とは異なる外形が名義人の行為により作

出された事案において、94条２項・110条を類推適用して、第三者の主観として善意無

過失を要求している（最判平15.6.13）。 

イ 正しい 

判例は、不実の所有権移転登記の経由が所有者の不知の間に他人の専断によってされ

た場合でも、所有者が右不実の登記のされていることを知りながら、これを存続せしめ

ることを明示又は黙示に承認していたときは、94条２項の類推適用を肯定している（最

判昭45.9.22）。 

ウ 正しい 

判例は、占有者が占有物の上に行使する権利はこれを適法に有するものと推定される

以上（民法188条）、譲受人たる占有取得者が右のように信ずるについては過失のないも

のと推定され、占有取得者自身において過失のないことを立証することを要しないとし

いている（最判昭41.6.9）。 

エ 誤 り 

判例は、民法110条の「正当な理由」とは、代理権があると信じたことにつき過失がな

いことをいい、本人に過失があることは必要ではないとしている（最判昭34.2.5）。 

オ 誤 り 

判例は、弁済受領者が債権者の代理人と詐称した事案において、弁済受領者に弁済を

受領する権限があると弁済者が過失なく信じたことに加えて、弁済受領者に基本代理権

が存在することは要求していない。 
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問題２ Ａ・Ｂが不動産取引を行ったところ、その後に、Ｃがこの不動産についてＢと新

たな取引関係に入った。この場合のＣの立場に関する次の記述のうち、判例に照ら

し、妥当でないものはどれか。 

１ ＡからＢに不動産の売却が行われ、ＢはこれをさらにＣに転売したところ、Ａ

がＢの詐欺を理由に売買契約を取り消した場合に、Ｃは善意であれば登記を備え

なくても保護される。 

２ ＡからＢに不動産の売却が行われた後に、ＡがＢの詐欺を理由に売買契約を取

り消したにもかかわらず、Ｂがこの不動産をＣに転売してしまった場合に、Ｃは

善意であっても登記を備えなければ保護されない。 

３ ＡからＢに不動産の売却が行われ、ＢはこれをさらにＣに転売したところ、Ｂ

に代金不払いが生じたため、ＡはＢに対し相当の期間を定めて履行を催告したう

えで、その売買契約を解除した場合に、Ｃは善意であれば登記を備えなくても保

護される。 

４ ＡからＢに不動産の売却が行われたが、Ｂに代金不払いが生じたため、ＡはＢ

に対し相当の期間を定めて履行を催告したうえで、その売買契約を解除した場合

に、Ｂから解除後にその不動産を買い受けたＣは、善意であっても登記を備えな

ければ保護されない。 

５ ＡからＢに不動産の売却が行われ、ＢはこれをさらにＣに転売したところ、Ａ・

Ｂの取引がＡ・Ｂにより合意解除された場合に、Ｃは善意であっても登記を備え

なければ保護されない。 

問 題 行政書士試験 平成 20年  
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解 説 不動産物権変動① 
 

正解 ３ 
  

 
 

次のとおり、妥当でないものは肢３であるから、正解は３となる。 

１ 妥当である 

取消前に登場した善意の第三者は、96条３項によって保護される。取消前に登場した

第三者が保護されるためには、登記は不要である（最判昭49.9.26）。したがって、Ｃは

善意であれば登記を備えなくても保護される。 

２ 妥当である 

取消後に登場した第三者は、取消しをした者とは対抗関係にあるため、登記を備えて

いなければ保護されない（177条 大判昭17.9.30）。したがって、第三者Ｃは、善意で

あっても登記を備えなければ保護されない。 

３ 妥当でない 

解除前に登場した第三者は、545条１項ただし書によって保護される。この場合、Ｃの

善意悪意は問わない。もっとも、解除前に登場した第三者には、権利保護要件としての

登記（判例は、対抗要件としての登記）が必要となる（大判大10.5.17）。したがって、

第三者Ｃは、善意であっても登記を備えなければ保護されない。 

４ 妥当である 

解除後に登場した第三者は、解除をした者とは対抗関係にあるため、登記を備えてい

なければ保護されない（177条 最判昭35.11.29）。したがって、第三者Ｃは、善意であ

っても登記を備えなければ保護されない。 

５ 妥当である 

合意解除前に登場した第三者は、545条１項ただし書の場合と同様に、登記を備えてい

なければ保護されない（最判昭33.6.14）。したがって、第三者Ｃは、善意であっても登

記を備えなければ保護されない。 
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問題３ 不動産の物権変動に関する次のアからオまでの各記述のうち、判例の趣旨に照ら

し正しいものを組み合わせたものは、後記１から５までのうちどれか。 

ア ＡとＢを共同相続人とする相続において、Ａは相続財産に属する甲不動産を遺

産分割協議により取得したが、当該遺産分割後その旨の登記をする前に、Ｂの債

権者Ｃの代位によって法定相続分に従った相続の登記がされ、ＣがＢの法定相続

分に係る持分に対し仮差押えをし、その旨の登記がされた。この場合、Ａは、Ｃ

に対し法定相続分を超える権利の取得を対抗することができない。 

イ ＡがＢの詐欺によりＢに対し甲不動産を売り渡し、甲不動産の所有権移転登記

がされた。その後、ＡはＢの詐欺を理由に当該売買契約を取り消したが、Ｂはそ

の取消し後に甲不動産をＣに売り渡し、その所有権移転登記がされた。この場合、

Ａは、登記をしなくてもＣに対し、所有権の復帰を対抗することができる。 

ウ ＡがＢに甲不動産を売り渡した後、Ｂの債務不履行を理由に当該売買契約を解

除して甲不動産の所有権がＡに復帰した場合、Ａは、その旨の登記をしなければ、

当該解除後にＢから甲不動産を取得したＣに対し、所有権の復帰を対抗すること

ができない。 

エ Ａは時効により甲不動産の所有権を取得したが、時効完成前に、旧所有者Ｂが

Ｃに対し甲不動産を売り渡し、その所有権移転登記がされた。この場合、Ａは、

Ｃに対し所有権の取得を対抗することができる。 

オ Ａは被相続人Ｂの相続について相続放棄をしたが、相続財産である未登記の甲

不動産について、Ａの債権者Ｃが代位によって法定相続分に従って所有権保存登

記をした上、Ａの持分に対する仮差押えをし、その旨の登記がされた。この場合、

Ａによる相続放棄は、Ｃに対して効力を生じない。 

 

１ アイウ ２ アイオ ３ アウエ ４ イエオ ５ ウエオ 

 

 

  

問 題 司法試験 平成 21年  
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解 説 不動産物権変動② 
 

正解 ３ 

  

 

次のとおり、正しいものはア・ウ・エであるから、正解は３となる。 

ア 正しい 

判例は、相続財産中の不動産について、遺産分割による相続分と異なる権利を取得し

た相続人は、その旨の登記を経なければ、分割後に当該不動産につき権利を取得した第

三者に対抗できないとしている（最判昭46.1.26）。 

イ 誤 り 

判例は、土地の売買が詐欺により取消された場合、土地所有権は売主に復帰し、初め

から買主に移転しなかったことになるが、この物権変動は登記をしなければ第三者に対

抗できないとしている（大判昭17.9.30）。 

ウ 正しい 

判例は、不動産の売買契約に基づき買主のため所有権移転登記がされた後に、売買契

約が解除されて不動産の所有権が売主に復帰した場合、売主は移転登記を抹消しなけれ

ば契約解除後において買主から不動産を取得した第三者に対して所有権の復帰を対抗

できないとしている（最判昭35.11.29）。 

エ 正しい 

判例は、時効が完成した時期において所有者であった者に対しては、完全に所有権を

取得し、登記を必要としないとしている（大判大7.3.2）。 

オ 誤 り 

判例は、相続放棄の効力は絶対的であり、何人に対しても登記の有無を問わず、その

効力を生ずると解すべきであって、放棄した相続人の債権者が相続財産たる未登記の不

動産について、当該相続人も共同相続したものとした上で持分に対する仮差押登記をし

ても、これらは無効であるとしている（最判昭42.1.20）。 
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問題４ 不動産の物権変動に関する次のアからオまでの記述のうち、判例の趣旨に照らし

誤っているものの組合せは、後記１から５までのうちどれか。 

ア Ａは、甲土地をＢに売却してその旨の所有権の移転の登記をした。その後、 Ａ

は、Ｂの詐欺を理由にその売買契約を取り消したが、その取消し後、これを原因

とする所有権の移転の登記の抹消をする前に、Ｂが甲土地をＣに譲渡してその旨

の所有権の移転の登記をした。この場合、Ａは、Ｃに対し、甲土地の所有権の自

己への復帰を対抗することができない。 

イ 甲土地が、ＡからＢ、ＢからＣへと順次譲渡され、それぞれその旨の所有権の

移転の登記がされた。その後、Ａは、Ｂの債務不履行を理由にＡＢ間の売買契約

を解除した。この場合、Ａは、Ｃに対し、甲土地の所有権の自己への復帰を対抗

することができる。 

ウ Ａは、甲土地をＢに売却した後、Ｃにも同土地を売却し、Ｃへの所有権の移転

の登記をした。その後、Ｃは、甲土地をＤに売却し、その旨の所有権の移転の登

記をした。この場合において、Ｃがいわゆる背信的悪意者に当たるとしても、Ｄ

が背信的悪意者に当たらないときは、Ｂは、Ｄに対し、甲土地の所有権の取得を

対抗することができない。 

エ 甲土地の所有者Ａが死亡し、その共同相続人であるＢ及びＣのうちＣが相続を

放棄した。この事実を知らないＣの債権者Ｄは、Ｃに代位して甲土地について相

続を原因とする所有権の移転の登記をした上で、Ｃの持分（法定相続分）につい

て差押えの登記をした。この場合、Ｂは、Ｄに対し、Ｃの法定相続分に相当する

甲土地の持分の取得を対抗することができる。 

オ 甲土地の所有者Ａが死亡し、その共同相続人であるＢ及びＣは、遺産分割協議

により甲土地をＢが単独で相続することとしたが、登記名義はＡのままであった。

その後、遺産分割協議の存在を知らないＣの債権者Ｄは、Ｃに代位して甲土地に

ついて相続を原因とする所有権の移転の登記をした上で、Ｃの持分（法定相続分）

について差押えの登記をした。この場合、Ｂは、Ｄに対し、Ｃの法定相続分に相

当する甲土地の持分の取得を対抗することができる。 

 

１ アイ  ２ アエ  ３ イオ  ４ ウエ  ５ ウオ 

 

 

問 題 司法書士試験 平成 17年  
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解 説 不動産物権変動③ 
 

正解 ３ 

  

 
 

次のとおり、誤っているものはイ・オであるから、正解は３となる。 

ア 正しい 

判例は、詐欺取消後に第三者が登場した場合、詐欺を受けた者と取消後の第三者との

関係は対抗関係になると解して、先に登記を備えた方が優先するとしている（大判昭

17.9.30）。したがって、Ａは、Ｃに対し、甲土地の所有権の自己への復帰を対抗するこ

とができない。 

イ 誤 り 

当事者の一方がその解除権を行使したときは、各当事者は、その相手方を原状に復さ

せる義務を負う。ただし、第三者の権利を害することはできない（545条１項ただし書）。

「第三者」とは、解除された契約から生じた法律関係を基礎として、解除前に、新たな

権利を取得した者をいう（大判明42.5.14）。第三者として保護されるためには、善意・

悪意は問われないが、対抗要件としての登記が必要である（最判昭33.6.14）。したがっ

て、Ａは、Ｃに対し、甲土地の所有権の自己への復帰を対抗することができない。 

ウ 正しい 

判例は、不動産の二重譲渡における背信的悪意者からの転得者は、その者自身が背信

的悪意者と評価されるのでない限り、当該不動産の所有権取得をもって第一買主に対抗

することができるとしている（最判平8.10.29）。したがって、Ｄが背信的悪意者に当た

らないときは、Ｂは、Ｄに対し、甲土地の所有権の取得を対抗することができない。 

エ 正しい 

相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めから相続人とならなかったものと

みなす（939条）。相続放棄には遡及効があるため、相続を放棄した者は、初めから相続

人ではなかったことになる。したがって、Ｂは、Ｄに対し、Ｃの法定相続分に相当する

甲土地の持分の取得を対抗することができる。 

オ 誤 り 

判例は、遺産分割後に第三者が登場した場合、相続人と遺産分割後の第三者との関係

は対抗関係になると解して、先に登記を備えた方が優先するとしている（最判昭46.

１.26）。したがって、Ｂは、Ｄに対し、Ｃの法定相続分に相当する甲土地の持分の取得

を対抗することができない。 
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